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事業項目

生活困窮者自立促進支援事
業

自立相談支援機関に配置したアウトリー
チ支援員により、社会参加に向け支援を
必要とする方に対し、より丁寧な対応に
よる自立支援の強化を図ります。

事業の概要No.

10人や国の不平等をなくそう

11住み続けられるまちづくりを

様々な課題を抱えて地域で孤立している
生活困窮者の自立に向けた支援を行いま
す。

事業の達成実績

新規の相談件数は1,733件で、アウトリーチ支援員などにより状
況に応じて計画的な支援で自立を促しました。

事業の目標

福祉部長目標（令和6年度組織目標）

福祉部長　前田　広子（まえだ ひろこ）

目標達成に向けた重点事業

安心・安全に地域で生活できる環境づくりのため、生活困窮者等への
適切な支援を行います。
障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例に基づき必要な施
策を推進します。
認知症の方の意思を尊重し、できる限り住み慣れた地域で暮らし続け
られるための施策を推進します。
誰もが意思を尊重され、権利が守られる環境づくりを進めるため、成
年後見制度の利用促進に努めます。

福祉部の目標福祉部の仕事 ●●

●

福祉部は、福祉総務課・生活福祉課・障害福祉課・高齢者支援課・介護
保険課・地域福祉センターの6課で構成され、地域福祉の向上をめざし
て、高齢者及び障害者に関すること、生活保護に関すること、介護保険
に関すること、地域福祉に関することなどを主な仕事としています。多
様化・複雑化する福祉課題に対し関係機関等と連携しながら業務を進め
ていきます。

業務をもって貢献しているSDGsの主なゴール

3すべての人に健康と福祉を

条例に基づき社会的障壁の除去の推進を
図るため施策を進めます。

障害理解のための出前講座を１４回行ったほか、ワークショッ
プや障害者の作品展を開催しました。また、民間企業や障害当
事者との連携協力により駅ボランティア事業や手話動画、広報
特集号により周知を行いました。
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障害のある人もない人も共
に生きる社会づくり条例推
進事業

障害のある人もない人も共に取り組める
ワークショップや条例の周知啓発にかか
る研修等を行います。

認知症の方の意思が尊重され、できる限
り住み慣れた地域で暮らし続けられるた
めの施策を推進します。

認知症講演会を２回開催(３２１名参加)し、オレンジウィーク
イベント、介護者の集いや見守り活動等を行いました。また、
認知症サポーター養成講座には２，１４３名が参加しました。
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認知症施策推進事業 認知症の理解を深めるための啓発や、介
護等を提供する支援チームの設置、本人
や家族介護者の心身の負担軽減や気持ち
に寄り添う支援を行います。

社会福祉協議会等と連携しながら成年後
見制度の普及促進に努めます。

成年後見啓発講座を１４回開催（５１０名参加）し、市民後見
人養成講座には１７名が参加しました。また、地域連携ネット
ワーク強化のため情報交換会を２回開催しました。
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成年後見制度推進事業 成年後見制度について、市民に広く周知
するとともに、実務ネットワークの構築
を進めます。


